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2024年 4月 25日  

各 位  

会社名 明治機械株式会社 

代表者名 取締役社長 日根 年治 

（コード番号 6334 東証スタンダード） 

問合せ先 総務部長 高工 弘 

Ｔ Ｅ Ｌ 03 － 5295 － 3511 

 

タイTriumph Engineering Co.,Ltd.との業務提携契約締結に関するお知らせ 

 

 

当社は、2024年4月25日開催の取締役会において、東南アジアにて飼料プラント設計と

飼料プラント用機械製造を行う、Triumph Engineering Co., Ltd.（本社：タイ国バンコ

ク市、代表者：Valai Kositkhun、以下、「Triumph Engineering社」）とBusiness 

Partnership Contract（業務提携に関する契約書）を締結することを決議いたしましたの

でお知らせいたします。 

 

１. 業務提携の背景・理由 

 当社グループは、製粉メーカー、飼料メーカー等のお客様向けに、プラント建設事業及

びプラント内で使用する穀物原料を加工する機械の製造販売事業を展開しています。 

当社では今後更なる海外事業推進を目指し、食品関連機械の輸入ルートの拡大と、当社

製品の東南アジアへの輸出販売における体制整備を課題としておりましたところ、この度

業務提携するTriumph Engineering社は、東南アジアにおける飼料プラントエンジニアリ

ングの実績と販路を有するため、これらの課題解決が図れるものです。 

 

（１）Triumph Engineering社は、タイの自社工場で飼料用機械設備の製造販売を行って

おり30年以上の実績を誇ります。日本国内向けに搬送機械の一部をOEM提供してお

り、十分な技術力があります。当社は、Triumph Engineering社の製品を提供する

ことで、海外製品であっても国内メンテナンス可能な体制を備えた、価格競争力の

ある見積提案が可能となります。 

（２）当社製品の輸出においては、代理店チャネルが少ないことと、現地でのメンテナン

ス体制が課題でしたが、Triumph Engineering社との協業で、海外輸出の販路開拓

が期待できます。 
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2. 本契約の内容 

 主な内容は以下の通りです。 

⚫ Triumph Enginnering社は、当社に対し、日本国内において同社製品を販売する独占

的権利を与えること 

⚫ Triumph Enginnering社は、本契約の有効期間中、他のいかなる個人または事業者に

対しても、日本国内において代理販売を承諾せず、販売する権利を与えないこと 

⚫ 契約期間は2024年4月25日より１年間とし、解約通知がない限り自動更新されること 

⚫ 当社は、Triumph Enginnering社に対し、東南アジア域内において当社製品を販売す

る権利を与えること 

⚫ 当社製品の販売権利は独占的権利とはしないこと 

⚫ 当社とTriumph Enginnering社は、互いが販売した設備機械について、各々が現地で

メンテナンスができるよう定期的な技術協力を行うこと 

 

3. 業務提携の相手先の概要 

(1) 名 称 Triumph Engineering Co., Ltd. 

(2) 所 在 地 61 Sala Daeng 2 Alley, Khwaeng Silom, Bang Rak, 

Bangkok 10500 Thailand 

(3) 代表者の役職・氏名 Pressident  Valai Kositkhun 

(4) 業 務 内 容 飼料工場のプラントエンジアリング 

飼料工場で使用する機械設備及びスペアパーツの製造販

売 

タイ国を中心として東南アジアに飼料プラントを手掛け

る。特に2012年ベトナムに建設されたKyodo Sojitz 

Feed Co.,Ltd(日系企業である双日株式会社とフィー

ド・ワン株式会社の共同出資)は、同社による設計・建

設。現在月産1万トンを誇る。 

(5) 資 本 金 90 million Baht /日本円換算 約369百万円 

（2024年4月1日時点為替レート 1バーツ4.1円で試算) 

(6) 設 立 年 月 日 1987年5月1日 

(7) 大 株 主 上位3名 

Valai Kositkhum 

Saovpak Kositkhun 

Chaiwat Kositkhun 

(8) 上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 該当なし 

人的関係 該当なし 

取引関係 該当なし 

関連当事者の該当状況 該当なし 

当該会社の株主の持株比率、最近3年間の財政状態及び経営成績については、相手先の要

請により非開示とさせていただきます。 

 

４．今後の見通し 

本件が当社の2025年3月期業績に与える影響は軽微であると判断しておりますが、今後

開示すべき事項が生じた場合は、速やかに開示を行います。 

以上 


